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支援機関向け 中小企業の脱炭素経営支援ガイドブック

➢ とても充実したガイドブック
➢ 実務的・実践的



GX（Green Transformation）を自分事に

受け身・仕事だからする 積極的・自分の意思でする

表面的・形式的な取組み

➢ GL、SLLの件数、金額が増えれば
いい？

➢ 支援件数が増えればいい？

➢ それも大事だが、それだけが自
己目的化していないか？

実質的な成果を追求する

「納得感」が必要

精神論でなく、本心で「たしかにこれ
は大事だ」「自分がやらなければ」と
思えるかどうか。

自らの内側に「GXを実現すべき」と

いう「論理的な根拠」がなければ、
地域企業の社長や財務担当を説得
することも難しい。



平櫛田中

出所：平櫛田中
色紙（筆者所蔵）



IPCC 第6次評価報告書

気候変動に関する政府間パネル
（Intergovernmental Panel on Climate
Change：IPCC）第6次評価レポート
第１作業部会（自然科学的根拠）

2021年8月9日公表
第２作業部会（影響・適応・脆弱性）

2022年2月28日公表
第３作業部会（気候変動の緩和）

2022年4月4日公表

A.1 It is unequivocal that human influence 

has warmed the atmosphere, ocean and land.

人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化さ
せてきたことには疑う余地がない。（WG1）



気候変動の被害はすでに現実化

2022年6月、パキスタン、洪水。国土の3分の1が水没。死者1600人以上。

2024年11月、スペイン東部の集中豪雨と洪水。死者200人以上。

2023年9月、北アフリカのリビア。豪雨で上流のダムが決壊。死者8000人
以上。

2023年7月、ギリシャ、イタリアで大規模な山火事。高温と乾燥の影響。

2024年9月、能登半島、豪雨災害、7月、秋田・山形豪雨

2025年1月、ロスアンゼルス、山火事。高温、乾燥、強風が被害を拡大。



気候変動対策への逆風

2025年1月20日、米国、トランプ大統領、パリ協定からの離脱の大統領令に
署名。国家エネルギー非常事態を宣言。石油・ガスの生産拡大。風力発電
に対するリースを停止。

出所：全国地球温暖化防止活動推進センター

日本だけが脱炭素に努力しても無意味
だと言う人がいる。
⇒ 本当にそうか？



累積CO2排出量と気温上昇

出所：IPCC第6次評価報告書（第1作業部会）、P.37より抜粋。

平均気温の上昇は、CO2の
累積排出量に比例

⇒ ネットゼロを実現しない限り、
温暖化は止まらない。

温暖化が止まらない限り、
被害も拡大し続ける



Inevitable policy response（避けられない政策対応）

PRI Inevitable Policy Response Initiative

被害が拡大し続ければ、やがて世界は
強力な政策対応をせざるを得なくなる。

⇒ そのときに、日本がどのようなポジションにいるかが鍵となる。



ISSBのIFRS S1号・IFRS S2号公表

2023年6月26日公表

サステナビリティ関連財務情報開示
の全般的要求事項

気候関連情報開示

2024年4月の会合において、今後の基準策定に
関して以下の2つのプロジェクトの実施を決定。
➢ 生物多様性、生態系及び生態系サービス
➢ 人的資本

International Sustainability Standards Board（国際サステナビリティ基準審議会）



SSBJの対応ー日本基準の策定
➢ サステナビリティ基準委員会（SSBJ）は、財務会計基準機構（FASF）の下、企業
会計基準委員会（ASBJ）と並ぶ形で、2022年7月1日に発足。

➢ 委員13名（うち常勤2名、非常勤11名）

公開草案 2024年3月に３つの公開草案を公表

確定基準 2025年2月19日の委員会で採択。3月初旬に公表予定

IFRS S1 全般的要求事項 IFRS S２ 気候変動開示

（概念的基礎） （目的、コアコンテンツ） （目的、コアコンテンツ）

ユニバーサル基準 テーマ別基準
一般開示基準

テーマ別基準
気候関連開示基準



SSBJ基準の導入予定

出所：金融審議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関する
ワーキング・グループ」第5回事務局資料（2024.12.2.）より抜粋。



コアコンテンツ（4）指標と目標（気候関連開示）

・温室効果ガス排出
・気候関連の移行リスク
・気候関連の物理的リスク
・気候関連の機会
・資本投下
・内部炭素価格
・報酬

気候関連開示＜指標と目標＞

スコープ1 企業が所有または支配する排出源から発生する直接的な温室効果ガス
排出（自社の直接排出）

スコープ2 企業が消費する、購入または取得した電気、蒸気、温熱または冷熱（電気
等）の生成から発生する間接的な温室効果ガス排出（自社の間接排出）

スコープ3 企業のバリュー・チェーンで発生する間接的な温室効果ガス排出であり、
上流および下流の両方の両方を含む（バリュー・チェーンの上流と下流の
排出等）

温室効果ガス排出は、スコープ１、２、３が対象



スコープ３のカテゴリー



スコープ３排出量の計算
従来の計算方法

温室効果ガス排出量 ＝ 活動量 × 排出係数

＊バリューチェーンの排出係数は、産業連関表を使って、商品種別ごとにLCA（Life Cycle
Assessment）で算出することが一般的。

この計算方法では、同じ排出係数を使うので企業間で差がつかない、サプライ
チェーンでの削減努力（調達先の変更など）が反映されない、排出量を減らすには
活動量をへらすしかない、などの課題がある。

各取引先が提供する1次データを使用

➢ 取引先から温室効果ガス排出の測定・データ提供を求められる可能性
➢ スコープ３排出量の削減のために、取引先から排出量削減を求められる可能性
➢ 温室効果ガスの排出量の多寡が、取引先選別の基準に使われる可能性



日本の排出削減目標
NDC=Nationally Determined Contribution）
⇒ パリ協定に基づき国として5年後とに提出・更新する削減目標

出所：内閣官房・環境省・経済産業省（2025年2月）「地球温暖化対策計画の概要」より



第7次エネルギー基本計画 2025年2月18日閣議決定

出所：資源エネルギー庁（2025年2月）『エネルギー基本計画の概要』より抜粋



第7次エネルギー基本計画 2025年2月18日閣議決定

出所：資源エネルギー庁（2025年2月）『エネルギー基本計画の概要』より抜粋



第7次エネルギー基本計画 2025年2月18日閣議決定

出所：資源エネルギー庁（2025年2月）『エネルギー基本計画の概要』より抜粋



GX実現に向けた基本方針 2023年2月10日閣議決定



脱炭素成長型経済構造移行推進戦略【GX推進戦略】
2023年7月28日閣議決定



GX2040ビジョン脱炭素成長型経済構造移行推進戦略改訂

2025年2月18日閣議決定



GX2040ビジョン抜粋

出所：内閣官房GX実行推進室（2025年2月）『GX2040ビジョンの概要』より抜粋



GX2040ビジョン抜粋

出所：内閣官房GX実行推進室（2025年2月）『GX2040ビジョンの概要』より抜粋



グリーンボンド等ガイドライン
「グリーンボンド及びサステナビリティ・リンク・ボンドガイドライン2024年版」
「グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドライン2024年版」

ICMA、LMA等による原則の
日本語訳部分

＋

GL、SLL等に期待される事項の
国内向けの解説部分

（意図）
➢ 国際原則との整合性をいっそう明確化
➢ 国際原則の改訂等を迅速に反映



サステナビリティリンクローンの注意事項

市場の現状を踏まえた解説の追加

国内のサステナビリティ・リンク・ローンについて、金融機関が、自らの資金調達のためでなく、
顧客向けに取扱う金融商品として策定する「SLL フレームワーク」による調達が大多数を占めるこ

と、「借り手のビジネス全体に関連性があり、中核的でマテリアルであり、並びに、借り手の現在
及び／又は将来的な事業において戦略的に大きな意義があるもの」とは考えにくい KPI の設定
が見られることから、検討会における議論を経て、国内向けの解説を追加しました。

［改定のポイント］

［解説］
(1) 本邦市場においては、金融機関が、自らの資金調達の方針としてではなく、顧客へサステナ

ビリティ・リンク・ローンを提供する際の方針としての「サステナビリティ・リンク・ローンフレーム
ワーク」を策定し、それに基づいて個別融資を実行する事例が見られる。当該フレームワークに
ついては、サステナビリティ・リンク・ローンであることを主張・標榜するものであり、個別融資と同
様に、KPIsの借り手のビジネスにとっての重要性やSPTsの野心性等のサステナビリティ・リンク・
ローンの５つの核となる要素を満たすことが前提となる。
［原則］
KPIsは、以下でなければならない：
・借り手のビジネス全体に関連性があり、中核的でマテリアルであり、並びに、借り手の現在及
び／又は将来的な事業において戦略的に大きな意義があるもの；

SPTsは野心的であるべきで、以下の要素を考慮すべきである。
・ 各KPIs値の重要な改善を表し、「Business as Usual（成り行きの場合）」シナリオと規制上要求さ
れる目標の両方を超えるもの；



環境省グリーンファイナンスポータル
https://greenfinanceportal.env.go.jp/



環境省グリーンファイナンスポータル
https://greenfinanceportal.env.go.jp/



トランジションファイナンスの必要性
➢ 2050年カーボンニュートラルのためには、再エネ等のグリーン事業の普及だけでなく、
すべての産業セクターの脱炭素化が必要。

➢ Hard-to-abateセクターは一足飛びの脱炭素化はできない。すでにある脱炭素技術で
できる限り脱炭素を進めつつ、将来のイノベーションへの投資も同時に必要。

省エネ

エネルギーの脱炭素化

熱と燃料の
脱炭素化

生産工程の脱炭素化



トランジションファイナンス

［トランジションファイナンスの位置づけ］

資金の充当対象だけ
でなく、脱炭素に向
けたトランジション戦
略と、その科学的根
拠、実践に向けた信
頼性・透明性を総合
的に評価

［トランジションファイナンスの4要素］

トランジションファイナンス
に関する技術ロードマップ



技術ロードマップの例（自動車産業）



技術ロードマップの例（自動車産業）



クライメート・トランジション・ボンド・フレームワーク
内閣官房・金融庁・財務省・経済産業省・環境省 2023年11月7日公表

誰が、どのような論理で投資するのか



クライメートトランジション利付国債初回充当事業

令和6年2月に8000億円
ずつ２回の入札を実施



クライメートトランジション利付国債令和６年度

令和6年度3500億円ずつ
4回の入札を実施。
第1回を5月28日に実施



分野別投資戦略
2023年12月22日公表



分野別投資戦略
2023年12月22日公表



分野別投資戦略
2023年12月22日公表



分野別投資戦略
2023年12月22日公表



GX推進機構
https://www.gxa.go.jp/2024年7月設立



成長志向型カーボンプライシングの構想

➢ 20兆のGX経済移行
債を呼び水に150兆
の投資を実現

➢ 将来のカーボンプラ
イシングを予定する
ことで、企業の先行
投資を動機づけ

➢ GX移行債の償還財
源としても活用



GX推進法 カーボンプライシングの法制化



GXリーグの設置
経済産業省は、カーボンニュートラルへの移行に向けて、企業がGXを牽引する枠組み
として、GX（グリーントランスフォーメーション）リーグを設立。2024年4月時点で日本の
CO2排出量の５割超を占める企業群が参画

➢ 2023年から、参画企業が自主設定した排出削減目標を基に排出量取引（GX-ETS）を
実施（第１フェーズ）

➢ 2026年から本格実施（第２フェーズ）。



GX-ETS第１フェーズの概要

目標は、直接排出と間接排出を
設定。

排出量取引の対象は直接排出のみ



直接排出量の違いによるグループ化



GX-ETS第２フェーズの概要

取引の対象は直接排出量のみ。
10万トン以上。無償割り当て



GX-ETS第２フェーズ 排出枠の割当方法
＊第２フェーズは目標の自主設定ではなく、排出枠の割り当て



地域が直面するサステナビリティ課題

地域の社会・経済の
持続可能性

インフラの老朽化

公共交通の衰退

地元中小企業の苦境

豪雨・水害の増加

気候変動問題

産業構造の転換

人口減少・人口流出

脱炭素社会への移行
異常気象

労働人口の減少

採算の悪化

予算の不足

対策余力
の低下

ネイチャーポジティブ

相互に密接な関係

➢ 食料、衣料など多
くの産業が自然に
依存

➢ 地域の魅力にも
関係

➢ 環境と社会と経済は、相互に影響し合う複雑なシステム
➢ ネクサス（相互連関性）を考慮したアプローチが必要。



なぜ今、ネイチャーポジティブ経営なのか
生物多様性と生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム（IPBES）

2019年レポート
100万種の動植物が絶滅の危機に瀕

している。主な原因は①土地・海洋利
用の変化、②直接的な捕獲、③気候
変動、④汚染、⑤外来種の侵入

2022年レポート

自然は多様な価値を持つにも関わら
ず、政策は市場価値という狭い価値
に偏っている。価値の類型：
Living from, with, in and as nature.



COP15（生物多様性条約第15回締約国会議）

Global Biodiversity Framework

Section H Global Targets for 2030
（TARGET 3） Ensure and enable that by 2030 at least 30 per cent of terrestrial 

and inland water, and of coastal and marine areas, especially areas of particular 

importance for biodiversity and ecosystem functions and services, are 

effectively conserved and managed.（2030年までに陸地と海の30％を保全する）

第1部 2021年10月11日―15日
中国・昆明＋オンラインで開催
第2部 2022年12月7日ー19日
カナダ・モントリオールで開催

「昆明・モントリオール生物多様性枠組
（Kunming-Montreal Global biodiversity 
framework）」を採択



昆明モントリオール生物多様性枠組み（GBF)
COP15 2022年12月19日採択

Section F 2050Vision and 2030 Mission

GBFのビジョンは2050年までに生物多様性が評価され、保全され、
回復され、賢明に利用される、自然と調和して生きる世界である。

（ a world of living in harmony with nature）

2050年ビジョンに向けた2030年までのミッションは、
自然を回復軌道に乗せるために生物多様性の損失を止め反転さ
せるための緊急の行動をとること

Section G 2050年ゴール（4つのゴール）
Section H 2030年ターゲット（23の目標）
Target 3 2030年までに陸域及び海域の少なくとも30％を保全

（30ｂｙ３０目標）



生物多様性国家戦略（2023年3月31日）



ネイチャーポジティブ経済移行戦略
2024年3月29日



ぐんまネイチャーポジティブ宣言
脱炭素化とネイチャーポジティブをばらばら
にではなく、連携して取り組むことが重要



1.20

72万7,277人

2023年の合計特殊出生率
1人の女性が一生の間に産む
子供の数

2023年の外国人を除く出生数
2024年は68.5万人と推計



消滅可能性自治体（2024年4月）

2020年から50年までに20－39歳の女性が50％以上減ると予想



なぜ人口が減るのかー若者の社会減

10代で進学等のために市を離れ、20代で市に戻ってくる若者の比率
豊岡市HPより抜粋



地域からの
人口流出

地域の魅力
の低下

東京一極
集中

ジェンダー格差

根強い男尊女卑
的意識（？）

子どもを育てや
すい環境

中核となる産業、
魅力的な仕事の不足

病院・スーパー・
公共交通等の撤退

このまま地域の人口が減れば、
地域金融にとって死活問題

Ex）沖縄県
合計特殊出生率1.6

出生率の
低下

市場の縮小
労働人口の減少
地域経済の衰退

不便になることで流出が
加速する悪循環

Ex）東京都
合計特殊出生率0.99

Ex）群馬県（2023年）
合計特殊出生率1.25

家庭のケアと両立する
働き方
男性の平等な育児分担
地域で育てる意識

気候変動問題 ネイチャーポジティブ

是正・回復是正・回復

人口減少の構造的要因



（参考）豊岡市ジェンダーギャップ解消戦略



社会・経済システム全体のトランジション

社会・経済システム全体
のトランジション

➢ 経営トップの力強い支援
➢ 現場担当者の尋常ならざる情熱
➢ オール群馬（全ての金融機関、産業界、行政等）の連携

豊かな自然を生かした
地域の魅力づくり

ネイチャーポジティブな
脱炭素型産業への転換

魅力的で競争力の
ある産業

子どもを育てやすい
環境

人口流出の抑制 出生率の回復
21世紀型の
地域発展モデル

［実現の鍵］
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